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北海道大学連携型起業家育成施設入居企業等補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 北海道大学連携型起業家育成施設入居企業等補助金（以下「補助金」という。）の交付について

は、北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、この要綱に定めるところによる。 

（趣旨） 

第２条 道は、独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」という。）が設置する北海道大学

連携型起業家育成施設に入居する者に対し、当該施設の利用に係る経費の一部を補助することにより、

起業や新規事業展開を促進し、もって本道産業の振興を図ることを目的として、予算の範囲内におい

て補助金を交付する。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）「北海道大学連携型起業家育成施設」とは、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第

４２条第１項第１号に規定する事業場として、中小機構が札幌市北区北２１条西１２丁目に設置す

る施設をいう。 

（２）「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小

企業者をいう。 

（３）「大企業」とは、中小企業者以外の者で、事業を営む者をいう。 

（補助対象者） 

第４条 この要綱に基づく補助金の交付対象となる者は、補助金の交付申請時において北海道大学連携

型起業家育成施設の一部を賃借し入居している者（以下「入居者」という。）であって、大学若しくは

高等専門学校（以下「大学等」という。）の研究成果を活用して研究開発等を行う者又は大学等と連携

して研究開発等を行う者のうち、起業又は新規事業展開（以下「起業等」という。）を図ろうとする中

小企業者で、道内に事業所等を有する者又は施設退去後に道内に新たに事業所等を設置する計画があ

る者とする。ただし、次の各号に掲げる者を除く。 

（１）単一の大企業からの出資が、資本金の２分の１以上を占めている中小企業者 

（２）複数の大企業からの出資が、資本金の３分の２以上を占めている中小企業者 

（３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１を占めている中小企業者 

（４）施設に入居後２年以内に事業化に係る法人を設立する計画のない個人 

（５）入居者の起業等を支援する目的で入居する者 

（６）当初入居開始の日から起算して、５年を経過している者。 

（７）道税（「法人道民税、法人事業税及び個人事業税」をいう。（以下同じ。））を滞納している者 

（８）その他知事が交付対象と認めない者 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象となる経費は、北海道大学連携型起業家育成施設の入居に係る賃料とする。ただし、

中小機構との間で締結された賃貸借契約上の賃料に係る消費税及び地方消費税並びに入居者が別途負

担する光熱水費等は含まないものとする。 

（法人合併による取扱い） 

第６条 入居者が法人合併した場合については、第４条第６号に規定する当初入居開始の日は、合併前
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の当初入居開始の日とする。ただし、入居者同士が合併した場合については、第４条第６号に規定す

る入居開始の日は、合併前の入居者ごとの当初入居開始の日とする。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、１月につき、入居する居室の床面積の合計（１平方メートル未満の端数は、切

り捨てるものとする。）に、別表に掲げる居室の使用形態及び入居年数の区分に応じ、同表に掲げる額

を乗じて得た額以内とする。ただし、入居の開始の日が月の初日でないとき又は退去日が月の末日で

ないときの当該月の補助金の額は、１月を３０日とした日割計算とし、１０円未満の端数があるとき

はこれを切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、別に定める日までに総政第１号様式（平成２５年３月２

９日付け北海道告示第１０３２８－３号。以下総政第○号様式について同じ。）の補助金等交付申請書

に次に掲げる書類を添え、知事に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（総政第２号様式） 

（２）補助金等交付申請額算出調書（総政第１４号様式） 

（３）経費の配分調書（総政第１８号様式） 

（４）事業予算書（総政第２０号様式） 

（５）資金収支計画書（総政第３２号様式） 

２ 前項の補助金等交付申請書及びその添付書類を提出するときは、次に掲げる書類を併せて提出しな

ければならない。 

（１）賃貸借契約書の写し 

（２）法人の場合にあっては、定款及び登記事項証明書 

（３）個人の場合にあっては住民票 

（４）施設賃貸申込に当たり、中小機構に提出した事業計画書の写し 

（５）補助対象者申出書（別記第１号様式） 

（６）納税証明書（道税の滞納の有無がわかるもの） 

（７）その他知事が必要と認めるもの 

３ 前項に規定する補助金等交付申請書は、知事が定める日までに提出しなければならない。 

（補助金交付の条件） 

第９条 補助事業者に補助金等の交付の決定をする場合は、補助金等に係る標準様式の設定について（昭

和４７年局総第４５３号）第１号様式に定める条件の他、次の各号に掲げる事項につき条件を付すも

のとする。 

（１）補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、これを整理しておかなければならない。 

（２）前項の帳簿及び書類は、補助対象事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなけれ

ばならない。 

（補助金の交付決定） 

第１０条 知事は、第８条に規定により提出された申請書等を審査の上、適正と認めるときは、補助金

の交付の決定を行い、当該申請者にその旨を通知する。 

（補助金の交付） 

第１１条 補助金は、規則第１５条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし、知

事は、補助事業の遂行上必要と認めるときは、規則第９条第１項ただし書の規定により概算払をする
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ことができるものとし、補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、その都度、補助金

等概算払申請書（総政第２６号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、補助事業者は、毎年７月、１０月、１月において、前月分までの補助金の概

算払を交付請求することができる。 

３ 知事は、前２項の申請に基づき概算払をすることを決定したときは、当該補助事業者に対し、その

旨を通知するものとする。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から

起算して３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに補助金等実績報告書

（総政第２８号様式）、事業実績書（総政第２号様式）、補助金等精算書（総政第２９号様式）及び事

業精算書（総政第３１号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書及びその添付書類を提出するときは、次に掲げる書類を併せて提出しなければな

らない。 

（１）中小機構からの請求書の写し 

（２）賃料の支払いを証明できる書類 

（成果の発表） 

第１３条 知事は、補助事業により行った事業の成果について、必要があると認めるときは、補助事業

者に発表させることができるものとする。 

（その他必要な事項） 

第１４条 本要綱に関しその他必要な事項は、別途定める。 

 

 

  附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表 

居室の使用形態 入居年数 補  助  額 
ド ラ イ 使 用 １～５年まで ３００円 

ウェット使用 
１～３年まで ６００円 
４～５年まで ３００円 

備考１ 居室の使用形態については次に掲げるとおりとする。 

   （１）ドライ使用 ウェット使用以外の場合 

   （２）ウェット使用 ウェットラボ（給排水可能な実験室）の機能を活用して使用する場合 

２ 入居年数については、中小機構との施設賃貸借契約証書の契約締結日を起算日として、入

居年数を算定する。ただし、契約締結日が月の初日でない場合には、契約締結日の属する月

の翌月の初日を起算日とする。 

３ 複数の居室を賃貸している場合の入居年数については、各施設賃貸借契約書の契約締結日

のうち最も早い日を全ての居室の起算日とし、その契約締結日が月の初日でない場合には、

前項の規定を準用する。 

４ 入居者同士が合併により複数の居室を使用している場合にあっては、それぞれ合併前法人

毎の施設賃貸契約の契約締結日を起算日とする。この場合において、合併前の補助対象者が

複数の居室を賃貸している場合にあっては、前項の規定を準用する。 
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別記第１号様式（第８条第２項第５号） 

 

補 助 対 象 者 申 出 書 

 

 

 

   年   月   日 

 

 北海道知事         様 

 

                        補助事業者等          ㊞ 

                              （団体等名及び代表者氏名印） 

法人の場合 

項  目 該当項目 

１ 
中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第

１項に規定する中小企業者であること。 
 

２ 

同一の大企業（中小企業者以外の者で、事業を営む者）

からの出資が、資本金の２分の１以上を占めていない

こと。 

 

３ 
大企業からの出資が、資本金の３分の２以上を占めて

いないこと。 
 

４ 
大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の

２分の１を占めていないこと。 
 

５ 
入居者の起業等を支援する目的で入居していないこ

と。 
 

６ 
道内に事業所等を有する者又は施設退去後に道内に新

たに事業所等を配置する計画がある者。 
 

個人の場合 

項  目 該当項目 

１ 
北海道大学連携型起業家育成施設に入居後２年以内に

事業化に係る法人を設立する計画があること。 
 

２ 
入居者の起業等を支援する目的で入居していないこ

と。 
 

３ 
道内に事業所等を有する者又は施設退去後に道内に新

たに事業所等を配置する計画がある者。 
 

 

注 該当項目に、○を付けること。 


